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第0章　序章
0.1　研究の背景		 	 	 	 　
文化財保護法の施行から 60 年近くが経ち，社寺や宝
物等の，「希少で価値の高いもの」こそが文化財である
という認識から，文化財と呼ばれるものの裾野は大きく
広がった．1975 年の文化財保護法改正による伝統的建
造物群保存地区制度の導入，1996 年の登録文化財制度
の導入など，人々の文化財に対する認識の広がりと共に
制度は変革を遂げてきた．
しかし，その文化財としての裾野の広がりに伴って新
たな問題が生まれてきた．それは，修理，修繕需要の増
加により，費用が増大し，歴史的建造物が「自治体や国
の予算編成の都合による修理待ち」や「所有者の金銭的
その他の事情による取り壊し」という事態に陥るという
問題である．
上記の問題を，保険というツールを使って解くことを
検討する．その理由は，主に①保険はそもそも被災時の
損害を迅速に填補するツールである，②保険は本質的に
維持管理・防災を促進させる性質をもっている，③保険
は本質的に防災手段・災害履歴等のデータベースとなり
得る性質を持っている，ことである．
②について説明する．保険会社にとっては，ある危険
が完全には防ぎようのない偶然性を伴う事象であること
を前提とすると，保険金の支払いを安定化させるために，
危険を低減させる動機を持つ．そこで保険会社が保険金
の支払いを安定化することに成功し，保険料を低廉にす
ると，保険購入のハードルが下がり保険加入者が多くな
る．そうして保険料収入が増加する．つまり，保険会社
には加入者の安全に寄与する動機を持つ．これが，保険
制度が本質的に持つ維持管理・防災を促進させる機能で
ある．
なお，後藤治 (2008)1 によって，歴史的建造物の復旧

資金を確保し，メンテナンスを促進させる保険システム

の必要性が訴えられている．

0.2　研究の目的		 	 	 	 　
これまで，国内で保険によって文化財の維持管理・防
災が促進されたという事例はない．そこで，以下の３つ
を本研究の目的とした．
①文化財建造物の維持管理・防災制度の経緯を把握し，
実態を明らかにする

②文化財建造物にかかる保険のしくみを整理し，実態を
明らかにする

③文化財建造物の維持管理・防災を促進させる保険シス
テムを導入する際の問題点を明らかにする

0.3　研究の位置付け	 	 	 	 　
本研究は，文化財建造物，損害保険，維持管理・防災
の 3分野にまたがるものである．

●伝建地区の防災について
北後 2 によって，伝建において伝統的な防災活動を考
慮した火災シミュレーションが行われている．また，初
期消火活動の状況を把握するためのヒアリング調査とア
ンケート調査が行われている．伝建５地区において，消
防設備・防災訓練・消防団の活動・自主防災組織の活動
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が調査された．
●保険と防災活動について
地震保険の普及率の伸び悩みや阪神・淡路大震災の経
験から，地震保険の普及を含めたリスクマネジメントを
目的として多数の提言が行われている 3．
●保険と文化財について
提言は，後藤１以外にない．よって，本論文を保険と
文化財の接点に位置づける．文化財にかかる保険の理論
と実態の両調査とも本論文による新しい研究である．

0.4　研究の方法		 	 	 	 　
維持管理・防災の現状，制度上の基準，既往研究によっ
て検証が進められている伝統的防災活動を，保険会社が
現状採用しているリスク算定基準と比較し，相互のズレ
とその背景および修正の可能性を探る．そのために，文
献調査のほか市・重伝建指定物件所有者・保険会社への
ヒアリング及びアンケートを行った．

0.5　研究対象の決定	 	 	 	 　
国選定の重要伝統的建造物群保存地区（以下，重伝建
地区）を対象とする．
•	面であることから多様な防災措置を取りやすいこと
•	群として密集している上に木造が多いため火災危険が
大きく，被災後の被害も甚大になりやすいことから事
前・事後の対策が望まれること
•	群の中では構造に統一性があり，保険の対象として考
えやすいと考えられること
•	物件数として未だ増加の一途をたどっており，今後も
増えることが予想されること
が主な理由である．重伝建地区の典型として，千葉県
香取市の佐原地区を対象とする．

第1章　文化財保護における資金補助の変遷
と課題

本章では，重伝建地区が新たな補助形式としてどのよ
うなものを求めているかを考察した．その為に，歴史的
にどのように補助方法が変わっていったのか，現状どの
ように補助されているのか，その歴史的変遷を追った．
年度 法 対象 補助方法
1871 古器旧物保存方 古器 法律補助
1880 古社寺保存金 古社寺 　〃
1897 古社寺保存法 　〃 　〃
1929 国宝保存法 ＋城郭建築等

＋民家等個人所有
＋予算補助

1950 文化財保護法 有形文化財 ＋税優遇
1975 　〃　改正 伝統的建造物群 　〃
1996 　〃　改正 登録文化財 　〃
2004 　〃　改正 文化的景観 　〃
表 1	 建造物に関わる文化財保護制度の変遷

かつては「文化財＝希少なものであり価値の高いもの」
となっていたが，価値観の転換によって文化財としての
裾野の広がりが認められ，それに伴って公的な補助や維
持管理の在り方が問われている．
1871 年の古器旧物保存方から，文化財建造物として
の保護対象は古社寺，城郭建築，民家，有形文化財，伝
統的建造物群，登録文化財，文化的景観というように大
きく広がっている．特に 1975 年，文化財保護法の改正
が行われ，古来の町並みや集落の景観保存のための「伝
統的建造物群保存地区」の制度が新設された．単体保護
から広域保護の制度となったこと，市町村が住民の意思
を反映しながら「住民が現に居住する町並み」を保存地
区として決定すること，国が市町村の申出に基づいて特
に価値の高いものを重要伝統的建造物群保存地区として
選定し，その管理等に関する補助を行うとして，市町村
が主体となって行う保護制度としたことが，新しい文化
財保護の体系であると言える．それに対し補助方法は額
の決まった法律補助，必要な年度に計上する予算補助，
税優遇と大きな変化は見せておらず，基本的には毎年決
められた予算内で文化財保護事業を行うことになる．結
果，重要伝統的建造物群保存地区のような「一般の居住
者が生活をしていて」「活用されていることが前提とな
る」文化財が必要とする「適切な時期に適切な額」の支
給がされにくいと考えられる．また，各自の維持管理・
防災努力に関係なく修理補助金が支給されるので，各所
有者の防災努力を促進する仕組みにはなっていないこと
がわかる．

第2章　維持管理・防災・復旧ツールとして
の保険の有用性

保険とは，危険に応じた額を分担する，いわゆる危険
分担の制度である．重伝建地区のリスクに対し，重伝建
地区所有者や，文化財としての価値を享受する者によっ
てリスクを分担する火災保険を目指すという視点におい
て，火災保険の枠組みを確認し，それが維持管理・防災
に寄与するしくみとなっているか，理論上の問題点を確
認した．

1節　保険制度のもつ効果		 	 　	 　
文化財に対する保険システムの有用性は，大きく３つ
あると考えられる．①「私財への公共投資」から「企業
救済」という名目変化，②出費の平準化による損害への
即時対応，③維持管理・防災活動の促進，である．①文
化財に直接公的な資金を投入するのではなく，保険金支
払いが滞った場合の「企業救済」という形をとることが
できる．②重伝建地区において考えてみると，完全に火



災を予防することは不可能であるが，ひとたび発生する
と巨額の損害が予想される．しかし，それに対処する額
の貯蓄を各所有者や自治体がそれぞれ備えるのは不可能
であると言える．そこで，多数の者で損害を分担するこ
とで，事故発生の時期，大小にかかわらず十分に対処す
ることができる．伝統的建造物を補助する自治体にとっ
ても，臨時で予算を組む必要がある時に基金など特別な
財源がない場合有効であり，出費の波を平準化する効果
がある．③については，0.1 で述べたとおりである．

2節　保険の理論上の問題点	 	 	 　
保険には①同一危険にさらされた物件が大量観察でき
るほど多数であること ( 大数の法則 )，②収入保険料総
額が支払い保険金総額と等しいこと ( 収支相等の原則），
③被害者は損害額以上のものを受け取ってはならない
( 利得禁止の原則 )，という３つの大きな原則がある．
文化財建造物にかける保険はこれらの原則に対して，
①大数の法則にのるだけの文化財物件数があるかどうか
②③文化財のもつ私財・公共財の両面性を考慮すると，
支払い保険金が大きくなりがちな文化財に見合う保険料
を所有者・税のどちらからどのような割合で捻出するか，
が問題となる．

第3章　促進すべき維持管理・防災の未発達
と保険の実務上の問題

なぜこれまで重伝建の維持管理・防災が保険によって
促進されなかったのか，その実務上の問題点を探った．

1節　維持管理・防災の未発達	 	 　　	 　
伝統的建造物は様々な要因によって失われるが，その
うち損害保険の導入による効果が得られる部分は，自然
災害，および構造体の経年劣化である．自然災害のうち
では，特に台風・火災・地震の順に被害が大きい．それ
らの減損要因に対し，維持管理・防災の基準は曖昧な状
態である．建築基準法第 12 条に規定されている建造物
には当てはまらないため，維持管理基準は規定されてい
ない．防災基準に関しては，消防法上では伝統的建造物
は文化財としての扱いを受けていない．伝統的建造物の
うち店舗等の防火対象物には【消火設備】【警報設備】【避
雷設備】が規定されているほか，火災予防条例準則によっ
て【喫煙等の禁止】が定められている．群としての面的
な要素に対する規定はない．「文化財建造物等の地震時
における安全性確保に関する指針」には，「七－一　伝
統的建造物の補強の推進」と「七－二　重要伝統的建造
物群保存地区の防災計画の策定とその実施」として，伝
統的建造物群の特性を損なわない形での耐震性向上と防
災計画の策定が求められているが，具体的な基準はない．

通常，保険料の割引は，「法的基準をやや厳しくした
もの」に対し行われるが，このように伝統的建造物に対
しては法的基準が明確ではない現状がある．

2節　保険の実務上の問題		 	 　　	 　
損害保険料は建物の評価額を決定し，料率 4 を計算す

ることで，その積として求まる．評価額は，建設当時の
価格が不明な場合，面積に構造単価をかける「新築費単
価法」によって算出される．料率は，簡便に算定するた
めの表が存在し，①用途，②構造，③所在地（県単位），
④割引，の４要素によって決定する．上記のような評価
額，料率の計算方法では，伝建地区指定物件としての意
匠等は評価額に反映されず評価額が低く見積もられるた
め保険金はあまりおりない上に，木造というハイリスク
物件であると認識される．また，消防団・公的消防施設
等の面的な防災対策や規定外の防災設備が割引項目とし
て認識されることはない．よって，通常物件と同様に簡
易的な方法で保険料を算出するならば，重伝建独自の防
災対策は促進されないことになる．
このような簡易的な方法が採られる理由は，リスク算
定コストを下げるためである．つまり，割引をインセン
ティブとして防災を促進させるには，その防災努力が用
意に算定可能なものである必要がある．
ちなみに，文化財に対する保険としては「文化財総合
保険」が存在するが，希少価値の高い美術品・国宝建造
物等にかけることが一般的であり，伝統的建造物は当該
保険の対象とはなっていない．

第4章　保険による維持管理・防災促進への
社会的変化の潮流

1998 年，世界的な金融緩和の流れを受け，損害保険
料率が自由化された．料率は各社独自の企業秘密となっ
たため，３章２節で記述した保険の実務はそれ以前の話
である．また，1995 年の阪神・淡路大震災によって，
文化財も含めて，防災活動について大きな変化が見られ
た．本章では，重伝建にかける保険に対する上記の出来
事の影響を考察した．

1節　料率の自由化	 	 	 　　	 　
保険料率の決定を市場のメカニズムに委ねた場合に，
通常，保険会社が競争に勝つためにとる行動は，リスク
の細分化の促進である．よって，リスク集団の最適化や
様々な割引規定の導入によってリスクの細分化が行われ
る．リスク細分化の重伝建への影響を考察する．相対的
に建築単体の点的なリスクは増加するが，面的には減少
すると考えられる．それは，近年の木造建造物の不燃処
理や耐震性能の向上という技術が，伝建においては適用



可能な手段が限られるが，国庫補助や自治体主導によっ
て，面的な防災計画が存在する場合がある上に，昔なが
らのコミュニティによって伝統的な災害対策を行ってい
る例が多いことによる．
問題は，点的なリスク増加は算定しやすいが，面的な
リスク減少は算定しにくいということである．伝建地区
において適正にリスク算定がなされ，防災活動が促進さ
れるためには，伝建地区において行われている維持管理・
防災活動が統計上有意となるだけのデータの蓄積が求め
られることになる．

2節　防災活動の変化	 	 	 　　	 　
文化財に対する防災対策は【消火設備】【警報設備】【避
雷設備】の 3設備が基本的な設備とされ，1934 年に始
まった法隆寺の昭和修理に際して，順次設置されており，
すでに基本的な考え方がでていた．阪神・淡路大震災か
ら受けた変化を分析すると，「点的・設備的対策から面的・
人的対策へ」と「規制から誘導へ」であると考えられる．
その例として文化庁からは，1996 年に「文化財建造
物等の地震時における安全性確保に関する指針」が通知
され，伝建地区における防災計画の策定が求められた．
災害対策基本法関連では，平成 15 年の「災害から文化
遺産と地域をまもる検討委員会」，内閣府の「阪神・淡
路大震災における文化財建造物への対応」，幣制 17 年
の「災害被害を軽減する国民運動の推進に関する専門委
員会」，平成 20年の防災基本計画修正，同年の防災白書，
同年の「重要文化財の総合防災対策検討会」など．いず
れにおいても，コミュニティの活性化や地域の防災力向
上の重要性を説いている．

第5章　重伝建地区の維持管理・防災の実態
第 4章のような維持管理・防災活動の重要性が見直
される中，実態がどのようになっているのかを調査した．
手段は①各自治体へのヒアリング，②佐原地区伝統的建
造物所有者へのヒアリング，③佐原地区伝統的建造物所
有者全体へのアンケート，の３つである．
③について説明する．

表 2	 アンケート基礎情報

対象
佐原の伝統的建造物群保存地区指定
物件となっている建造物の所有者

世帯数 79
棟数 105
アンケート回答
数

31

対象世帯数に対
する回答率

39%

アンケート概要については上記表 2のとおり．質問

項目を作成し，「行っている維持管理・防災対策」にチェッ
クを入れて頂いた．項目は佐原市佐原伝統的建造物群保
存地区防災計画策定調査報告書 5・安野の研究 6・中平
の研究 7 より，伝統的な防火対策のうち個人でできるも
のを抜粋し，作成した．
結果の要約は以下のとおり．
•	維持管理の体制として，「台風や大雨のときに大工さ
んに見てもらう」や「出入りの大工さんに定期的に見
てもらっている」などの回答は少なく，明確な維持管
理の周期はないことを示している．
•	「修繕すべきところがあるが直していない」が 2割近
くいるなど，建物としての価値を維持することへの行
動が起きにくい状況を示している．
•	維持管理・防災のうち，「災害防止対策（構造）」のよ
うなハード面の防災対策よりも「初期防災対策（設備）」
「初期防災対策（習慣）」のような設備面やソフト面の
防災対策の回答が目立った．

方針としての防災計画はたっており，施設設備的な部
分に関しては一定の成果があるが，住民の防災意識によ
る習慣 ( 風呂水を一晩ため置きする等 ) もまた根付いて
いる．しかし，具体的なチェック項目や頻度が決められ
ているとはなく，第 3者によるチェック体制もない．こ
れは，保険会社にとっては非常に評価しづらいと言える．

第6章　伝統的建造物に対する保険の実態
伝建地区においては第 5章のような防災活動がなさ
れているが，保険会社はそのリスク軽減効果をどのよう
に認識しているのか，通常の物件と伝建地区指定物件の
扱いの違いを調査した．
方法は，①指定物件所有者へのアンケート，②保険会
社へのアンケート，である．
①の概要は表 2 と同様である．質問項目は「火災保
険に加入しているか」と，「伝建として契約プロセス
に違いはあったか」である．結果，火災保険加入率は
60.9％であった．また，保険契約のプロセスに関して，
通常物件と伝建指定物件の違いは見受けられなかった．
②について説明する．日本損害保険協会，損害保険料
率算出機構の会員会社リスト及び会員会社リストから，
住宅の火災保険を扱っている会社 17 社に対して「保険
会社にとっての伝建地区指定物件の位置付けを把握する
こと」を目的として以下のようなアンケートを行った．
1.		 回答率
17 社中，回答があったのは７社，「すべて通常の物件
と同様」という回答が 1社，「文化財を引き受けた事例



がないので答えられない」が 1社，「定性的な回答をし
かねるのでこたえられない」が 1社，「時間的に社内調
査が困難な為」が 1社，回答なしが 10社．
2.		 伝統的建造物の契約経験の有無
「会社としては可能」，「あると思われる」，「ある」な
どが 6件，「ない」が 4件となった．なお，回答不可で
あった保険会社に対し，口頭質問をしたため，合計件数
が１０件となっている．
3.		 保険契約プロセスの違い
国や県の国宝・重要文化財ではない物件について，保
険契約プロセスの違いはないという回答が６件，「評価
を行う際に専門の鑑定人による保険価額の評価を実施
することがある」が 1件，「伝統的建造物に精通した鑑
定人による平場鑑定（契約引受時の物件評価）を行う．」
が 1件であった．
4.		 面的な防災による料率低減の可能性
「設備の設置による」という回答が 1件，「今は規定が
ないが実績が蓄積されれば」という回答が 1件で，上記
2件は「現状はないが，今後可能性はある」とした．残
りの６件は「ない」であった．

伝建地区における火災保険契約のプロセスは，通常の
木造物件とほとんど違いはないことが明らかになった．
面的な防災や設備の有無，伝統的な防災活動は保険料率
に反映されず，県レベルにおける火災実績低下によって
のみ料率改定が行われ，そこで初めて面的な防災が料率
に反映される「実績主義」とも言える状態であることが
明らかになった．伝建等文化財担当者はほとんどおらず，
特異な例があれば鑑定会社に任せる，という回答であっ
た．また，文化財のもつ「希少で価値のたかいもの」と
いうイメージは損害保険会社において非常に強く，文化
財担当者がおらず引受実績がない（と思っている）会社
ほど「契約プロセスは通常と異なる」と答えている．ま
た，面的に一括して契約することや自治体相手に契約す
ることは前例がないため答えられないとしている．

第7章　保険によって維持管理・防災促進が
実現されない要因分析

これまでの調査をまとめ，本章では，伝建地区におけ
る維持管理・防災が保険料率に反映されない要因を整理
した．①重伝建地区における防災計画の基準が定まって
おらず実効性が未確認でありリスク算定コストがかかる
ために，保険会社は防災計画や伝統的防災手法を評価し
ないこと，②火災保険契約は所有者個人と行うため町並
み対象という保険は前例がないこと，③高リスクである

という認識があるために保険会社は基本的に文化財（と
認識して）は引き受けない方針であること，である．

第8章　結章　重伝建地区に対する保険の在
り方と今後の研究課題

第 7章の①は面的な防災能力の研究の進展を待つし
かないが，②③の問題を解決するために，重伝建に求め
られる保険を日本の地震保険，及び米国国家洪水保険と
比較した．地震保険は，一度損害が発生すると高額な支
払が発生するが，政府が再保険を引き受けることで対処
しており，③を解決する示唆が得られると考える．
米国国家洪水保険は，市が洪水対策を行うことを前提
としていることによって，リスクを軽減させると同時に
防災活動を促進させるようインセンティブを働かせてお
り，②を解決すると考えられる．
相違は，ひとつに，洪水保険は土地利用規制と密接に
関わっており，被害の多いと予想される土地には建てな
いという，文化財建造物としての特性から適用不可能な
部分があること．ふたつめに，システム導入主体は自治
体であり防災努力も自治体が先導することを前提として
いる．これは洪水リスクと火災リスクの性質の違いに起
因すると思われる．洪水リスクの場合危険要因は地域外
にあり一面的に被害が発生するが，火災リスクは危険要
因は地域の内側にあり，そこから広域へと広がっていく．
よって洪水が起こった際には地域内の連携という意味で
は大きな意味をなさず，地域内の各住宅が個別に防災対
策を施すが，火災では目の行き届きにくいところを互い
に補い合い，火災発見までの時間を短縮し，火災を発見
した後は協力して消火につとめ，火災延焼を最小限にと
どめることが求められる．つまり，自治体の活動よりも
住民個別の活動や住民間の連携がより重視される．
よって，自治体が主体となって防災計画をたて割引を
受けるシステムへの加入という点では参考にすべきであ
るが，その割引内容として地域の共助システムを促すも
のであることや，住民の自発的な行動を促すものである
ことであることが求められる．

国・市町村・所有者というステークホルダーの中心に
伝統的建造物群がある．この関係に，リスク細分化によ
る保険商品の多様化がおこるという前提のもと保険会社
がどのように関与する方法があるかを考察する．
縦軸に保険加入への強制力を，横軸に保険会社への補
助をとると，予想されるシナリオは図 2 のようになる．
このうち，防災計画による情報提供が進み，「安価保
険商品開発」が実現することが考えうるべストと言える．



しかし，現実的に統計
上有意な防災能力が確
認されるまでにはかな
りの時間を要する．ま
た，面的な防災対策を
行ったとしても結局は
平均的な木造住宅より
高リスクであるという
判定がなされるかもし
れない．その場合，「現
実的リスク分配案」の
ように，リスクを国が
引き受けることによっ
て町並みを維持し，万
が一の際の資金を確保
するが，保険会社とし
てはリスクを細分化し
て判断し，維持管理・
防災の促進には寄与す
るという選択肢にな
る．
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